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国土交通省
関東運輸局１．安全管理規程ひな形（フェーズ２）の改正方針と概要

令和4年12月22日付「旅客船の総合的な安心・安全対策」に掲げられた「事業者の安全管
理体制の強化」に従って、以下の通り、安全管理規程の実効性を確保するための改正を行う。

「旅客船の総合的な安心・安全対策」（令和4年12月12日付・知床遊覧船事故対策検討委員会）※抜粋

（１）事業者の安全管理体制の強化 【安全管理規程の実効性確保】
⑧ 安全管理規程の重要規定の法令化とひな形の充実

・安全管理規程（ひな形）の記載内容のうち、重要な規定について法令に位置づけるとともに、内容の充実を図る。
⑨ 運航管理者の助言の尊重義務の法令化

・事業者は、運航管理者に必要な権限を与え、その助言を尊重しなければならないことを、法令で規定する。
⑩ 運航管理体制の強化

・運航管理の責任体制を明確化する。

改正方針

改正概要

● R8.4.1に施行される改正海上運送法において、安全統括管理者と運航管理者の選任要件
が変更されるとともに、その権限及び責務が明示された。

● よって、今般施行される改正法の内容を「反映」するとともに、義務づけ内容を更に
「明確化」 することにより、安全管理規程ひな形の充実を図り、以て「旅客船の総合的

な安心・安全対策」を着実かつ実効的に実施する。



国土交通省
関東運輸局

○ 安全管理規程（ひな形）の充実について、事業者の負担を考慮し、フェーズ１及びフェーズ２の「２段階」
に分けて改正する。

○ フェーズ１では、実施目途が令和６年度までとなっている事項等を反映し、フェーズ２では、海上運送法の
法律改正事項※（令和８年４月施行）を反映する。 ※資格者証を有する安全統括管理者・運航管理者の選任義務等

フェーズ１：ひな形改正の周知に合わせてフェーズ２の改正事項（概要）を示し、既存事業者の判断により、フェーズ２と
合わせて改正。（既存事業者は、フェーズ２に係る規程変更の期限（令和８年度末）までに改正）

フェーズ２：既存事業者は、事業の実施に必要な資格者を確保次第、令和８年度末までに規程変更・届出を行う。

見直し内容に関する基本的な考え方

【フェーズ１】 令和６年１１月ひな形改正済

○安全管理規程の実効性確保
・記録の作成、備置き及び保存（期間）について追記
・運航の可否判断の客観性を確保するため、気象・海象情報の入手元及び取得時間について追記

○事故の防止、事故発生時の対応
・国への事故等情報の報告事項のうち「インシデント」の定義を追記
・事故発生時における再発防止に向けた安全教育の実施について追記 等

【フェーズ２】 令和８年度ひな形改正【今回】

○管理者等の資質の向上、事業参入時・参入後のチェック強化
・安全統括管理者・運航管理者に対する試験制度創設に伴う管理者の選任取扱いについて追記

○安全管理規程の実効性確保
・乗船中の船長と運航管理者との兼務の禁止等、運航管理の責任体制について追記 等

事業者の安全管理体制の強化のための安全管理規程ひな形の充実

主な改正事項

既存事業者の変更届出の提出時期



国土交通省
関東運輸局２．フェーズ２の改正のポイント ～「旅客船の総合的な安心・安全対策」に従って～

● 章立ての変更
○ 「旅客船の総合的な安心・安全対策」の提言に基づき、安全管理規程の重要規定の法令化。

○ 他方、現行ひな形（フェーズ１）の章立ては法令の構成と異なるため、法令化した事項との対照関係

が分かりづらいため、法令の構成に沿う形に章立てを改める。

● 規程による義務づけ内容の明確化

○ 安全管理規程の実効性を確保するためには、事業者は勿論のこと、第３者が見ても義務づけ内容

が容易に理解できるよう、個々の規定内容について、可能な限り具体化する必要がある。

○ この点、現行のひな形（フェーズ１）は義務づけ内容がやや抽象的であったため、義務づけ内容の

更なる明確化を図った。

● 新たな法施行内容の反映

○令和8年4月１日施行の改正海上運送法により、安全統括管理者及び運航管理者に関する「選任要件」

ならびに「権限及び責務」が明示された。

○ 「運航可否判断」についても、これまでは船長と運航管理者双方が実施していたところ、運航管理

者の職務内容として法律上明記された。

○ 他方で、船長は従前通り、運航中止や避航等の措置を自らの判断で実施できるため、それぞれの

権限を明記した。



国土交通省
関東運輸局２－１ ひな形の選び方

安全管理規程のひな形について

安全管理規程提出時には、関東運輸局HPに掲載されている４つのひな形から自社にあうひな形を選んだ
上で、作成要領（チェックマニュアル）を参考にして加筆修正して提出願います。

●一般航路事業者用ひな形・作成要領

主に旅客船（定員13名以上）で定期航路事業を営む事業者向け
（時刻表があり、航路が決まっている）
※乗り合い船、定期船等

●小規模航路事業者用ひな形・作成要領

主に旅客船（定員13名以上）で不定期航路事業を営む事業者向け
（航路は一定だが、不定期）
※湖川船、使用船舶の総トン数が100㌧未満で旅客船（定員13名以上）

●貨客航路事業用ひな形・作成要領

主に貨客混積フェリー向け

●旅客定員12名以下用ひな形・作成要領

主に非旅客船（12名以下）向け



国土交通省
関東運輸局（参考） 令和８年４月施行 改正海上運送法法の内容①

■海上運送法（令和8年4月1日 施行）

（安全統括管理者）

第十条の四 一般旅客定期航路事業者は、その事業における安全管理体制の確保を図るため、

事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にある者であつて、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ当該各号に定める者のうちから、安全統括管理者一人を選任しなければならない。

一～三 （略）

２ 安全統括管理者は、次に掲げる職務を行う。

一 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針を決定すること。

二 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制を整備すること。

三 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法を確立し、及び改善すること。

四 その他事業における安全管理体制の確保を図るために必要なものとして国土交通省令で

定める職務

３、４ （略）

 ■海上運送法施行規則（令和8年4月1日 施行）

（改正施行規則7条の4）

第七条の六 法第十条の四第二項第四号の国土交通省令で定める職務は、次のとおりとする。

一 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の状況に関する記録を作成し、

これを保存すること。

二 法第十九条の四の規定による輸送の安全に関わる情報を公表すること。

安全統括管理者の職務内容

①事業の運営方針決定、②事業の実施・管理のための体制整備、③事業の実施及び管理方法の確立・改
善、④事業の実施及び管理状況の記録・保存、⑤情報の公表と明示された。



国土交通省
関東運輸局（参考） 令和８年４月施行 改正海上運送法法の内容②

■海上運送法（令和8年4月1日 施行）

（運航管理者）

第十条の六 一般旅客定期航路事業者は、その事業の用に供する船舶の運航を管理させるため、

国土交通省令で定めるところにより、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者

のうちから、船舶ごとに運航管理者を選任しなければならない。

一、二 （略）

２ 運航管理者は、次に掲げる職務を行う。

一 船舶の運航に関する計画を策定すること。

二 前号の計画の安全な実施を確保するために必要な従業者を配置することその他

輸送の安全を確保するための船舶の運航体制を整備すること。

三 気象、海象その他の事情を勘案して船舶の運航の中止を指示することその他輸送の

安全を確保するための船舶の運航管理を実施すること。

四 その他事業の用に供する船舶の運航の適切な管理を図るために必要なものとして

国土交通省令で定める職務

３ （略）

■海上運送法施行規則（令和8年4月1日 施行）

（運航管理者の職務）

第七条の九 法第十条の六第二項第四号の国土交通省令で定める職務は、船舶の運航管理に

関する記録を作成し、これを保存することとする

運航管理者の職務内容

①運航に関する計画の策定、②運航体制の整備、③運航管理の実施、④運航管理に関する記録の作成・
保存と明示された。



国土交通省
関東運輸局

安全管理規程に定めるべき内容 （海上運送法）

（参考） 法令化された安全管理規程の重要事項①

（安全管理規程）
第十条の三 一般旅客定期航路事業者は、輸送の安全を確保するため、安全管理規程を定め、その事業の開始前に、国土交通省令で定める
ところにより、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２ 安全管理規程は、次に掲げる事項に関し、国土交通省令で定めるところにより、必要な内容を定めたものでなければならない。

一 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項
二 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項
三 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法に関する事項
四 次条第一項に規定する安全統括管理者の選任に関する事項
五 第十条の六第一項に規定する運航管理者の選任に関する事項

３ 国土交通大臣は、安全管理規程が前項の規定に適合しないと認めるときは、当該一般旅客定期航路事業者に対し、これを変更すべきこと
を命ずることができる。
４ 一般旅客定期航路事業者は、安全管理規程を遵守しなければならない。

（安全統括管理者）
第十条の四 一般旅客定期航路事業者は、その事業における安全管理体制の確保を図るため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位に
ある者であつて、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者のうちから、安全統括管理者一人を選任しなければならない。

一 当該事業の用に供する船舶が総トン数（船舶のトン数の測度に関する法律（昭和五十五年法律第四十号）第五条第一項に規定する総トン
数をいう。以下同じ。）二十トン未満の船舶（以下「小型船舶」という。）以外の船舶及び小型船舶である場合 第三十二条の三第一項第一号の
総合安全統括管理者資格者証の交付を受けている者

二 当該事業の用に供する船舶が小型船舶以外の船舶のみである場合 第三十二条の三第一項第一号の総合安全統括管理者資格者証又は同項
第二号の大型船舶安全統括管理者資格者証の交付を受けている者

三 当該事業の用に供する船舶が小型船舶のみである場合 第三十二条の三第一項第一号の総合安全統括管理者資格者証又は同項第三号の小
型船舶安全統括管理者資格者証の交付を受けている者
２～４ （略）

（運航管理者）
第十条の六 一般旅客定期航路事業者は、その事業の用に供する船舶の運航を管理させるため、国土交通省令で定めるところにより、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者のうちから、船舶ごとに運航管理者を選任しなければならない。
一 運航を管理させる船舶が小型船舶以外の船舶である場合 第三十二条の七第一項第一号の総合運航管理者資格者証又は同項第二号の

大型船舶運航管理者資格者証の交付を受けている者
二 運航を管理させる船舶が小型船舶である場合 第三十二条の七第一項第一号の総合運航管理者資格者証又は同項第三号の小型船舶運航

管理者資格者証の交付を受けている者
２～５ （略）



国土交通省
関東運輸局（参考） 法令化された安全管理規程の重要事項②

■ 輸送の安全を確保するための次に掲げる事項
（１） 事業の運営の方針

・基本的な方針

・輸送の安全確保のための定めの遵守

・取組み

（２） 事業の実施及びその管理の体制

・組織体制

・勤務態勢

・経営責任者の責務

・安統管・運管の権限及び責務

（３） 事業の実施及びその管理の方法

・事故等の情報を伝達及び共有する方法

・運航の管理に関する事項

① 運航計画、配船計画、配乗計画の作成等

② 運航管理に必要な情報の収集及び伝達の方法

③ 船舶の運航を中止する場合の対応

④ 運航基準図の作成及び備付け

⑤ 危険物の取扱い

⑥ 旅客の乗下船及び貨物の積み下ろし並びに離着岸時の作業方法

⑦ 従業者の酒気帯び及び疾病等を確認する方法

⑧ 輸送施設の点検整備を確実に実施する方法

⑨ 輸送の安全に支障が生ずるおそれのある船舶その他の輸送施設を使用しない場合の対応

⑩ 旅客等が遵守すべき事項の周知

・事故・災害等防止対策の検討及び実施

・事故・災害等発生時の対応

・事業の実施及び管理状況の確認

・教育訓練の実施方法

・文書の整備及び管理

・事業の実施及び管理の改善

（４） 安全統括管理者及び運航管理者の選任・解任

安全管理規程に定めるべき内容② （施行規則７条の４）

赤文字の部分が
新たに追加された



国土交通省
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（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

（運航管理者の権限及び責務）
第１２条 運航管理者の権限及び責務は、次のとおりとする。

(1) 船舶の運航に関する計画（運航計画、配船計画及び配乗計画をいう。）を策定すること。

(2) 前号の計画に基づき、担当船舶の船長に対し、船長の職務権限に属する事項を除き、船舶運航事業における船舶の利

用（又は使用）に関する必要な指示をすること。

(3) 第１号の計画に基づく船舶運航の安全を確保するため、必要な人員を配置し、関係法令及び本規程に基づき作業を行わせ

るよう、指揮及び指導をすること。

(4) 定点連絡その他の方法により、運航中の担当船舶の動静を把握すること。

(5) 担当船舶に危険を及ぼさないよう、気象・海象・水象その他の事情を勘案し、又は運航基準の運航中止条件に従い、

担当船舶に係る第１項の計画変更又は船舶運航の中止（第２号の船舶の利用（又は使用）に関する取消しを含む）を

決定し、それを船長に指示すること。

(6)  船舶その他の輸送施設の点検及び整備を確実に実施し、輸送の安全に支障が生ずるおそれがある船舶その他の輸送施設を

使用しないこと。

(7)  従業者に対し、健康状態（酒気帯びの有無を含む。）その他の理由により安全に業務が遂行することができないおそれの

有無を確認すること。

(8)  事故の発生に関する情報の伝達及び共有並びに人命、積荷及び船舶の救助等に関する措置を行うこと。

(9) 輸送の安全に関する業務の実施状況について、正確に記録し、備置し、保存すること。

(10) その他、第４章、第５章及び第６章に定める業務に関すること。

（船長の権限）
第１４条 船長は、第１２条の規定に関わらず、自らが指揮する船舶の運航の中止、避航その他航海の安全を確保するために必要
な措置を即時に実施する権限を有する。

本規程

今般施行する改正法において、「運航計画の策定」や「運航可否判断」は、運航管理者の職務とされる。
他方で、船長は従前通り、運航中止や避航等の措置を自らの判断で実施できるため、それぞれの権限を明示した。



国土交通省
関東運輸局（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

（事故等の範囲）
第２条 この基準において、「事故」とは当社の運航中の船舶に係る(1)～(3)に掲げる事象をいい、

「事故等」とは事故及び第２項の事態（以下「インシデント」という。）をいう。
(1) 旅客、乗組員、作業員等の死亡、行方不明又は負傷その他の人身事故の発生（疾病、不法

行為によるものを除く。）
(2) 衝突（通常の運航で予定していない部位への接触を含む）、乗揚げ、火災、浸水、漂流、転覆、

沈没、行方不明、機関停止等による自航不能の発生、その他救助を必要とする船舶の海難事故
(3) 不法行為（強取（乗っ取り）、殺人、傷害、暴行、脅迫、危険物所持等）による運航の阻害

２ この基準において、「インシデント」とは、旅客の輸送に従事する船舶における前項の事象に至る
おそれのある次に掲げる事態をいう。

(1) 機関不良又は船舶へ装備された機器・装置等の故障により通常の運航が阻害された事態
(2) 避難港へ入港するに至った事態
(3) 航行中において、岸壁又は他の船舶等との衝突を回避するため、乗組員が緊急の操作を行った事態
(4) 離着岸作業中の係船策の破断
(5) その他の前項の事象に至るおそれがあると認められる事態
(6) 前号に掲げるもののほか、所轄地方運輸局が特に必要と認めて報告を指示したもの

事故処理基準

事業者ごとに認識が異なっていた「衝突」の定義を明確化。
事故後に必要な措置（連絡等）の漏れを防止する。



国土交通省
関東運輸局

フェーズ2

従来の規程

（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

アルコール検査

（飲酒等の禁止）
第38条 安全統括管理者等は、アルコール検知器を用いたアルコール検査体制を構築しなければならない。

２ 乗組員は、飲酒等の後、正常な当直業務ができるようになるまでの間及びいかなる場合も呼気１リットル中のアルコール濃
度が0.15mg以上である間、当直を実施してはならない。

３ 船長は、乗組員が飲酒等の後、正常な当直業務ができるようになるまでの間及びいかなる場合も呼気１リットル中のアル
コール濃度が0.15mg以上である間、当直を実施させてはならない。

４ アルコール検査等を実施したときは、その結果を記録し、１年間保存すること。

（アルコール検査の実施）
第１６条 安全統括管理者等は、アルコール検知器（呼気に含まれるアルコール濃度を測定し、数値で表示できる性能を有する機器）を
用いたアルコール検査体制を構築しなければならない。

２ 乗組員は、飲酒等の後、正常な当直業務ができるようになるまでの間及びいかなる場合も呼気１リットル中のアルコール濃度が0.
15㎎以上である間、当直を実施してはならない。

３ 船長は、乗組員が飲酒等の後、正常な当直業務ができるようになるまでの間及びいかなる場合も呼気１リットル中のアルコール濃
度が0.15㎎以上である間、当直を実施させてはならない。

４ アルコール検査は、アルコール検知器を用いて、乗組員が航海当直に従事する前に、検査を受ける者以外の確認のもとで行うこと。
５ 運航管理者は、前項の検査を行ったときは、次に掲げる事項をアルコール検査記録簿に記録し、所属する営業所に１年間保存する

こと。
(1)検査日時及び検査結果
(2)被検査者の氏名
(3)検査を確認した第三者の氏名
(4)その他必要な事項



国土交通省
関東運輸局（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

事故発生時における再発防止に向けた安全教育の実施について

フェーズ２

従来の規程
（安全教育）
第50条 安全統括管理者及び運航管理者は、運航管理補助者、陸上作業員、乗組員、安全管理に従事する者、内部監査を担当する者に対
し、安全管理規程（運航基準、作業基準、事故処理基準及び地震防災対策基準を含む。）、船員法及び海上衝突予防法等の関係法令その他
輸送の安全を確保するために必要と認められる事項（避難港の活用に関する教育を含む。）について理解しやすい具体的な安全教育を定期
的に実施し、その周知徹底を図らなければならない。

２ 安全統括管理者及び運航管理者は、事故等が発生した場合は、遅滞なく、乗組員等に対し、事故等の再発防止に向けた安全教育を実
施するとともに、航路の状況、海難その他の事故及びインシデント（事故等の損害を伴わない危険事象）事例を調査研究し、随時又は前項
の教育に併せて乗組員に周知徹底を図るものとする。

（教育・訓練計画）
第３５条 安全統括管理者は、次の各号に掲げる教育・訓練について、同号に掲げる時期に実施するものとして、教育・訓練計画を策定する。これを変更
するときも同様とする。
(1) 関係法令及び本規程を従業者に遵守させるために必要な教育・訓練

本規程に基づく業務に従事する前まで及び年１回以上
(2) 事故・災害等の発生の原因に関係する従業者に対する再発防止のための教育・訓練

事故・災害等の発生後から業務に復帰する前まで
(3) (2)以外の場合であって、関係法令及び本規程を遵守できなかった従業者に対する教育

遵守できなかった事実から１月以内
(4) 避難港を利用する航路に就航する小型船舶の船長に対する教育・訓練

当該船長が当該小型船舶に乗船する前まで
(5) 船員法第14条の３第２項に基づく操練 法令に適合する時期
(6) 船員法第118条の２又は第118条の３の規定による旅客船の乗組員に対する教育・訓練

当該乗組員が乗船する前及び教育・訓練後５年を超えない期間（船員法第118条の2）
当該乗組員が乗船する前及び教育・訓練後２年を超えない期間（船員法第118条の3）

(7) 小型船舶の乗組員に対する船員法第118条の４又は第118条の５第１項の規定による特定教育・訓練
当該乗組員が小型船舶に乗船する前まで

(8) 事故が発生した場合を想定した事故処理組織による全社的な実践訓練
年1回以上

（教育・訓練の実施）
第３６条 安全統括管理者及び運航管理者は、前条の計画に従って教育・訓練を実施するとともに、その内容が従業者に定着するよう、周知徹底を図らな
ければならない。



国土交通省
関東運輸局

（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

旅客の救命胴衣着用について（運航基準第19条）

①航路・船舶の条件
を確認

努力義務規定に変更可
「着用させるよう努め
ること」

第1項（1）（2）を
削除し、
第1項（3）は残す

【特例規定】
旅客は常時着用
未着用・着用困難者
は乗船不可

④転落防止設備＋所定
の掲示の両方があるか
※2

③20トン以上の船舶
のみを使用

②川下り船等の特例
に該当？
※1

必ず残る・注意する規定

●第1項(3)は常に維持
荒天・事故時等は着用させる

●通常規定の適用除外者には安全措置
を講じる
●特例では、着用困難者も乗船不可
●救命クッションは救命胴衣に該当し
ない

※2 努力義務の2要件

①高さ75cm以上の手すり・柵等の
転落防止設備
②指定場所、船長の了承、禁止行為、
荒天時の着用等を常時みえる場所に
掲示
※設備と掲示、両方が必要

※１ 川下り船等の特例規定

次の全てを満たす場合
●２０トン未満の船舶を使用
●河川の川下り船等
●流れが速く白濁・渦あり
●船幅3m未満
●堅牢な船室がない

通常規定 ： 20t未満の船舶を１隻でも使用し、努力義務化の２要件を満たさない
場合は、第１項(１)（２）を原則通り規定し、「着用させること」

はい

いいえいいえ

はい はい



国土交通省
関東運輸局（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

運航管理者の勤務体制について

フェーズ２

・運航管理者として職務中は、船員として船舶に乗り組んでいけないこと
が明記された。
・また、事務所を離れる際は陸上の運航管理員（運航管理資格者証を持た
ない者＝従来でいう運航管理補助者）に職務を補佐させた上で、すぐに連
絡できる体制を確保することが明記された。

（運航管理者等の勤務体制）
第９条 運航管理者は、担当の船舶が旅客の輸送に従事している間は、第12条に規定する責務を
果たすため、船員として船舶に乗り組んではならない。ただし、他の運航管理者にその職務を引
き継いだ場合は、その限りではない。

２ 運航管理者は、その職務を行っている間に事務所を離れるときは、陸上の運航管理員にそ
の職務を補佐させることとし、かつ、連絡体制を確保する。ただし、運航管理員に補佐させた業
務の範囲についても、その責任を持たなければならない。



国土交通省
関東運輸局（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

①船長と運航管理者の兼務の禁止について

・運航管理者は原則、船の運航中に乗組員として乗り込むことはできない。

・ただし、例外的に以下の要件を全て満たす場合のみは、（※）特例として、
①兼務講習を受講し②兼務講習受講報告書を管轄の運輸支局・事務所に
提出することで乗船可能となる。
（※限定小規模事業者特例）

（要件）
・一般不定期航路事業のみを経営すること
・常時運航する船舶が1隻のみであること
・船舶の総トン数が20トン未満であること
・旅客定員が13名未満であること （非旅客船）

特例適用により、少なくとも修正が必要となる条文
（※ チェックマニュアル参照）

本規程
6、7、9、12、13、14、20、22、23、24、

31、32
運航基準

2、3、4、6、7、9、11、12、13、14、20
作業基準

2、3、4、5、6、7
事故処理基準

5、7、8、10、11



国土交通省
関東運輸局（参考） 従来規程とフェーズ２の違いについて

①船長と運航管理者の兼務の特例について（一般不定期航路事業者のみ）

① 兼務講習を受講する
「船長を兼務する運航管理者」及び「陸上に配置される運航管理員」の
双方が以下のURLから申し込む兼務講習を受講する。

https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_tk6_000062.html

② 兼務講習受講完了報告書の提出
管轄の運輸支局・事務所に兼務講習受講報告書を提出す
る。

https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/kaijou_annzen/an
zen_management/index.html


